
れる（図表３）。

　こうした状況を踏まえ、海外経済は、25年の実

質 GDP 成長率（前年比、以下同じ）が＋2.5％と、

24年の＋3.4％から大きく減速する見通しである

（図表４）。各国の通商政策による貿易活動の下押し

や不確実性の高まりの影響を受けて、多くの国・地

域で成長ペースの鈍化が見込まれている。

　米国経済は、追加関税に伴う物価上昇の影響も

あって、個人消費などに下押し圧力がかかることか

ら、実質 GDP 成長率が24年の＋2.8％から25年に

は＋1.7％へと大幅に減速する。ユーロ圏経済は、

各国の通商政策等の影響を受けつつも、欧州中央銀

行による利下げや財政規律の緩和による支出拡大を

背景に、緩やかに持ち直していく。中国経済は、不

動産部門や労働市場の調整による下押し圧力が残る

なか、各国の通商政策等の影響を受けて減速するも

のの、当局による積極的な政策対応が一定の下支え

となるもとで、４％台前半の成長を維持する。日本

経済との結び付きが相対的に強い NIES・ASEAN

諸国経済は、外需に下押し圧力がかかるもとで、対

米輸出や製造業への依存度が高い国々を中心に、成

長ペースが鈍化する。もっとも、４月以降に公表さ

れた国際機関（国際通貨基金、経済協力開発機構、

世界銀行など）の経済見通しと同様に、これらの主

な国・地域について、成長率がマイナスに陥るよう

な景気後退は見込んでいない。

　上記の前提条件および海外経済についての想定を

もとに、日本経済の先行きを展望すると、わが国の

実質 GDP 成長率は、24年度の＋0.8％から25年度

には＋0.5％へ低下すると予想される（図表５）。そ

の要因を内外需要別寄与度でみると、内需は増勢が

鈍化しつつもプラス寄与を維持する一方、外需の寄

与が概ねマイナス圏で推移する。この間、需給

ギャップは、小幅のマイナス圏で足踏みの状態が続

く見通しである。

【輸出と生産は弱めの動きが続く】
　わが国の輸出および生産は、米国による追加関税

の発動に伴う駆け込みの動きが一部にみられるもの

の、基調的には横ばい圏内の動きを続けている（図
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図表３　グローバル PMI
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図表２　不確実性指数

（注）�世界 EPUと米国 TPUは、それぞれ新聞記事における世界の経済政策や米国の貿易政策に関する不確実性を表す用語の出現頻度
から算出される指数。直近は、世界 EPUが25年４月、米国TPUが25年５月。

（資料）Baker, Bloom, and Davis “Economic Policy Uncertainty”

（注）直近は、25年５月。
（資料）Bloomberg
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図表４　海外経済の見通し（暦年） 図表５　日本経済の見通し（年度）

表６）。今後も暫くの間は、海外経済の減速と貿易

活動への下押し圧力が強まるもとで、輸出と生産は、

財を中心に弱めの動きを続けると考えられる。なお、

わが国では、これまで少子高齢化の進展などを受け

て、海外への投資・生産移管が進められ、国内の生

産能力が低下してきたことから、日本より高い関税

率を課された国々（例えば中国）からの代替生産や

迂回輸出は想定されにくい。一方、サービスの輸出

に含まれるインバウンド消費は、今後も為替が現状

程度の水準を維持するのであれば、引き続き堅調に

推移すると予想される。また、輸入については、財

輸出に伴う誘発需要が伸び悩む一方、デジタル関連

サービスに対する国内需要の増加を背景に、サービ

スの輸入が緩やかな増加基調をたどるとみられる。

　ここで、今般の米国による関税措置がわが国の輸

出や生産に及ぼす影響を考える。その前段として、

わが国の財輸出の内訳を確認すると、24年時点で、

最大の割合を占める仕向け地は「米国」であり、最

大の割合を占める品目分類は、自動車・同部品を含

む「輸送用機械」である。とくに、自動車・同部品

に占める米国向けの割合は３割を超えており、米国

の追加関税による直接的な打撃が無視できないこと

がわかる。

　また、在米現地法人を含む日系自動車メーカーは、

米国における自動車販売台数（シェア）の３割超を

占めている。輸送機械産業の在米現地法人は、部材

調達の７割以上を現地で手当てしているものの、日

本からの仕入れも２割弱と少なくない。したがって、

米国の追加関税に伴って生産コストが増加し、ひい

ては、米国内での販売価格が上昇すると、日本から

米国への直接輸出の減少だけでなく、米国内での生

産・販売における採算の悪化や台数の減少を通じて

も、在米現地法人を含む日系企業の売上・収益に無

視できないマイナスの影響が及ぶと考えられる。

　さらに、わが国において、自動車産業は、関連業

種のすそ野が広く、他産業への生産波及が最も大き

い産業のひとつとなっていることから、全体でみた

財輸出および生産への影響が大きくなりやすい。こ

うした点も踏まえて、米国の品目別関税（５月末時

点の25％）の影響を計測すると、「自動車・同部品」

への影響度は、「鉄鋼・アルミ製品」への影響度よ

りも大きく、GDP比で0.2％ポイント強の下押し圧

力となる。わが国の潜在成長率が０％台半ば程度で

しかないことを踏まえると、その影響は有意なもの

と言えよう。

【減益も設備投資は増加基調を維持】

　企業収益は、23年度・24年度と、価格転嫁が進
展するなか、円安に伴う営業外収益の増加もあって、

高い伸びを記録してきた（図表７）。一方、25年度

については、前述した海外経済の減速や輸出採算の

悪化などを背景に、減益となる見通しである。この

間、設備投資は、緩和的な金融環境の継続などが下

支えとなるもとで、人手不足などへの対応もあって、

引き続き増加基調をたどるとみられる（図表８）。

もっとも、収益環境の悪化や不確実性の高まりの影

（前年比、％）

実 績 予 測
暦　年 24 25 26
米　国 2.8 1.7 1.7

ユーロ圏 0.9 0.9 1.1
中　国 5.0 4.3 4.2
NIEs 3.1 1.6 1.8

ASEAN 4.6 4.2 4.1
その他 4.9 4.0 3.7
世　界 3.3 NA NA
海　外 3.4 2.5 2.5

（注）�「海外」は、2015 年の日本の通関輸出額で各国・地域のGDPを
加重平均したもので、上記の国々の他に英国等を含む。「NIEs」
「ASEAN」および「その他」は、IMFのWEOより 2015 年の購
買力平価（PPP）ベースの各国・地域のGDPで加重平均したもの。
なお、「NIEs」は、韓国、台湾、香港、シンガポール、「ASEAN」
は、インドネシア、フィリピン、マレーシア、タイ、「その他」は
新興国・資源国のブラジル、ロシア、インド、豪州。

（資料）IMF “World Economic Outlook, April 2025”

（前年比％、寄与度％ポイント）

実 績 予 測

年 度 24 25 26

実質国内総支出 0.8 0.5 0.6

寄
与
度

民 需 0.9 0.7 0.5

民間最終消費支出 0.4 0.3 0.3

民間住宅投資 ▲ 0.0 ▲ 0.0 ▲ 0.0

民間企業設備投資 0.4 0.3 0.1

公 需 0.3 0.1 0.2

外 需 ▲ 0.4 ▲ 0.2 ▲ 0.0

財貨・サービスの輸出 0.4 ▲ 0.0 0.4

財貨・サービスの輸入 ▲ 0.8 ▲ 0.2 ▲ 0.4

（資料）内閣府『四半期別GDP速報』
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響を受けて、その増勢は鈍化すると見込まれる。

　この点に関連して、日本銀行の25年３月短観の

結果をみると、25年度設備投資計画は、海外売上

高比率が高い製造業を中心に伸びる姿となっている。

もっとも、調査票の回収時期に照らすと、３月短観

には、米国の関税措置があまり織り込まれていない

と考える方が妥当である。このため、収益環境の悪

化や不確実性の高まりを踏まえて、今後、海外売上

高比率が高い大企業や製造業を中心に、25年度計

画が下方修正される可能性が高い。

　他方で、設備投資には、いくつかの下支え要因も

存在する。ひとつには、緩和的な金融環境の継続が

挙げられる。実質長期金利は、わが国の潜在成長率

を下回ってマイナス圏で推移しており、今後もこの

傾向が続く見通しである。また、わが国では、労働

力人口に頭打ち感がみられるもとで人手不足感が根

強く、非製造業を中心に、今後もソフトウェア投資

などの効率化・省人化投資を進めていかざるをえな

い状況である。

　このほか、24年度までに積み上がった受注残高

を解消する動きも、今後の設備投資の下支えに多少

なりとも寄与するとみられる。これまで、企業は、

人手不足への対応以外にも、「コロナ禍後の行動様

式の変容」「脱炭素・気候変動」「DX関連」などへ

の対応を進めるべく、設備投資に意欲的な姿勢を示

してきた。もっとも、実際には、部材供給の遅延や

人手不足による工事進捗の遅延など、供給面での制

約を受けるもとで、機械受注や建設工事受注は、手

持ち月数が大きく積み上がった状態にある。このた

め、今後の新規発注が多少減少したとしても、高水

準にある受注残高を解消する動きが、進捗ベースで

25年度の設備投資をある程度は下支えしていくと

考えられる。

【労働需給は引き締まった状態が続く】
　この間、労働需給は引き締まった状態が続くとみ

られ、人材確保などの観点から賃金上昇が続くと考

えられる。もっとも、収益環境の悪化や不確実性の

高まりなどの影響を受けて、その上昇率は鈍化する

と予想される。

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

19:1 21:1 23:1 25:1 27:1

財輸出
財輸入
サービス輸出（右軸）
サービス輸入（右軸）

（兆円、季節調整済）

（四半期）

（兆円、季節調整済）

予測

-20

-10

0

10

20

30

40

18 19 20 21 22 23 24 25 26

製造業 非製造業 全産業

（前年比％、寄与度％ポイント）

（年度）

予測

図表６　財貨・サービスの実質輸出入

図表７　経常利益

（注）予測は27:1まで。
（資料）内閣府『四半期別GDP速報』

（資料）財務省『法人企業統計季報』
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　わが国では、15歳以上人口が今後も減少を続け

ることが確実視されている。これまでは、女性や高

齢者の労働参加が進むもとで、労働力人口が維持さ

れてきたものの、今後は15歳以上人口の減少を労

働力率の上昇で打ち返しきれない可能性が高まって

いる。こうしたもとで、労働需給は先行きも引き締

まった状態が続き、失業率は現状並みの低水準で推

移する見通しである。

　25年の春季労使交渉における「賃上げ率（ベー

スアップ率＋定期昇給率）」は、24年度の企業業績

の改善と、物価高への配慮および人材確保の観点な

どから、高い伸びを記録した24年を幾分上回る水

準で着地した見込みである。25年度の名目賃金に

ついては、この高い賃上げ率を映じて、所定内が高

い伸びを続ける可能性が高いものの、海外経済の減

速や収益環境の悪化などに伴い、所定外や特別給与

を中心に下押し圧力がかかるもとで、24年度より

は伸びが鈍化すると予想される（図表９）。さらに、

26年の春季労使交渉においては、物価上昇率の鈍

化もあって、賃上げ率は25年より縮小すると考え

られる。とはいえ、前述のとおり、労働需給は引き

締まった状態が続くもとで、人材確保の観点もあっ

て、それなりの賃金上昇が継続すると思われる。

　一方、実質賃金は、25年度前半にかけては、食

料品価格上昇の影響が残るもとで低下するものの、

後半以降には、物価上昇ペースの鈍化を受けて、

徐々に改善していくと考えられる。この点、物価上

昇率は、25年度後半以降、食料品価格上昇の影響

が減衰するとともに、景気に減速感がみられるもと

で、政府の物価高対策の効果もあって、徐々に落ち

着いていくと考えられる。

【マインド低迷、消費は勢い欠くも底堅く】
　このところ、物価高の影響などから、実質的な家

計の負担が高まるもとで、家計のマインド関連指標

は、弱めの動きが続いている（図表10）。ごく最近

では、食料品価格の上昇に加え、米国の関税措置に

対する懸念もあり、さらに弱含んでいる様子が窺わ

れる。こうしたなか、家計貯蓄率が高め（消費性向

が低め）の水準で推移しており、個人消費は、雇用
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図表８　実質設備投資

図表９　名目賃金

（資料）内閣府『四半期別GDP速報』

（注）事業所規模５人以上の現金給与総額。
（資料）厚生労働省『毎月勤労統計』
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所得環境の改善ほどには伸びにくい状態となってい

るものの、政府による家計支援策などの下支えも

あって、底堅さを維持している（図表11）。先行き

についても、この傾向は概ね継続すると予想される。

　加えて、政府の物価高対策も、25年度の物価上昇

を抑制し、家計の実質所得の押し上げに寄与するこ

とで、個人消費をいくらか下支えすることが期待さ

れる。最近の主な施策（①電気ガス代補助、②ガソ

リン代補助、③高校授業料無償化）は、予備費の活

用を含めて数千億円規模の予算措置を伴うものであ

る。とくに、物価面では、25年度の消費者物価指数

（生鮮食品を除く総合）の前年比に対し、0.3％ポイ

ント程度の押し下げ効果を持つことが見込まれる。

【おわりに】
　４月初旬に発表された米国の相互関税や米中間の

報復措置を巡っては、金融市場（長期金利、為替レー

ト、株価等）が大きく変動し、金融面のストレスが

一時的に高まる場面がみられたことは記憶に新しい。

その後は、各国の通商協議の進展などを受けて株価

が持ち直すなど、国際金融市場は落ち着きを取り戻

している。

　この点、今回の予測では、各相場の先行きについて、

各国の通商協議の帰趨次第で一時的に乱高下する場

面はあっても、そのうち落ち着きを取り戻し、やや

長い目でみれば、ファンダメンタルズを反映した水

準の周辺で各相場が概ね安定的に推移することを前

提としている。

　逆に言えば、各国の通商協議が進展せず、猶予期間

が満了する７月上旬に米国の相互関税の上乗せ部分が

大々的に発動されたり、半導体や医薬品など他の特定

品目にも新たに関税が賦課されたりすれば、海外経済、

ひいては、日本経済の見通しはさらに下振れると考え

られる。その際に、資産価格の大幅な下落など、金融

市場の混乱が再び生じれば、金融環境のタイト化を通

じて経済活動が一段と大きく落ち込む可能性が高まる

点には、引き続き注意が必要である。

（※　本稿は、基本的には2025年６月９日までに入

手可能な情報に基づいて執筆されています。）
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図表10　家計マインド

図表11　実質個人消費と家計貯蓄率

（注）直近は25年５月。景気ウォッチャーは景気の現状判断DI。
（資料）内閣府『四半期別GDP速報』、『消費動向調査』、『景気ウォッチャー調査』

（注）家計貯蓄率は25年Q1から、民間最終消費支出はQ2から予測。
（資料）内閣府『四半期別GDP速報』、『家計可処分所得・家計貯蓄率四半期別速報（参考系列）』
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調査レポート

＜要　旨＞
【今年の夏のボーナスについて】

〇�　福島県内のボーナス支給環境は改善しておらず、約半数が前年と変わらない見込みである。ボーナス

支給額の格差は広がっており、60万円未満の階層では減額傾向が見られる。一方、使い道では貯蓄が依

然として上位を占め、将来に備えた資金づくりの意識が高いことがうかがえる。

【暮らし向きについて】

〇�　現在の暮らし向きは「変わらない」と感じている人が半数を超えており、「悪くなった」と感じている

人は増加し４割近くを占めている。

〇�　今後１年間の暮らし向きは、現状維持もしくは悪くなると予想する人が８割に達している。

【賃上げと物価高による家計への影響について】

〇�　今春の賃上げは３割に留まっている中、家計費用負担額は４割以上が１万円以上増加しており、賃上

げが家計負担増加を補えていない状況である。

県内の夏のボーナス動向と暮らし向きについて
～「2025年夏季ボーナス及び暮らし向き」アンケート調査から～

とうほう地域総合研究所
エコノミスト
嵐　俊勝

　ここ数年、原材料価格の高騰や円安による輸入コストの増加により様々な商品、サービスで価格が上昇してい

る。企業努力により賃上げの動きも広まっているが、2025年４月の毎月勤労統計によると、実質賃金（全国）

は前年比▲1.8％となり、４カ月連続の減少で、賃金の伸びが物価上昇に追いついていない状況もみられている。

　このような状況下で、当研究所は、定例のアンケートを実施し、県内給与所得者のボーナスの使い道や暮らし

向きなどについて調査した。

＜アンケート調査要領＞

⑴　調 査 方 法

　　民間調査会社によるWeb調査

⑵　調査実施期間　　2025年５月12日～５月26日

⑶　回　答　者　　福島県内に居住する民間企業の正社員・公務員等436人

　　①　回答者の性別　　男性：50.5%　　女性：49.5%

　　②　年齢別構成

年　　齢 29歳以下 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 計

構 成 比 11.0% 32.8% 20.2% 23.9% 12.2% 100.0%
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Ⅰ．夏季ボーナスについてのアンケート調査結果
１．受取見込額の増減

　2025年の受取見込額の対前年比増減をみると、「変わらない」が48.5％（前年比＋2.1㌽）と約半数になっ

ている。「増える」は16.2％（同△1.2㌽）、「減る」は20.0％（同△0.7㌽）となった。昨年調査と比較すると、

「変わらない」が増え、「増える」と「減る」が減少している。「増える」と回答した割合は２割にも達してお

らず、福島県内における全体的なボーナス支給環境の改善には至っていないとみられる（図表１）。

２．金額階層別の受取見込額

　金額階層別の受取見込額をみると、「20万円未満（０円を含む）」が27.0％（前年比△0.4㌽）で最も多く、次

いで「20万円以上～40万円未満」が26.0％（同△7.3㌽）、「40万円以上～60万円未満」が18.9％（同＋6.4㌽）

の順となった。前年の割合と比較すると、「40万円未満」の階層が減少し、「40万円以上～80万円未満」の階層

が増加した（図表２）。

　ボーナス受取見込額の前年比で金額階層別の割合を比較すると、「60万円未満」の階層では、「減る」の割合

が「増える」を上回った。一方、60万円以上の階層では、「増える」が「減る」を上回っており、ボーナス支給

額の格差が広がっている（図表３）。

図表１　ボーナス受取見込額の対前年比
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図表２　金額階層別のボーナス受取見込額
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３．ボーナスの使い道について（複数回答）

　ボーナスの使い道の上位３位をみると、「貯蓄」が66.6％（前年比＋0.8㌽）、「買物」が37.8％（同＋8.0㌽）、

「生活費の補填」が30.7％（同＋6.0㌽）となり、前年同様、「貯蓄」が７割近くとなった。

　前年と比較すると、買物やレジャーに使う割合が増えている一方、生活費の補填に充てる割合も増えている

（図表４）。

Ⅱ．暮らし向きアンケート調査の結果について
1.　現在の暮らし向き

　１年前と比べた現在の暮らし向きをみると、「変わらない」が53.5％（前年比△4.5㌽）で最も高く、次い

で「悪くなった」が38.4％（同＋3.9㌽）、「良くなった」が8.0％（同＋0.5㌽）となった。「変わらない」が

引き続き５割を超える一方、「悪くなった」が４割近くまで増加している（図表５）。

図表３　ボーナス受取金額の金額階層別増減割合
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図表４　ボーナスの使い道（複数回答）
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２．今後１年間の暮らし向き

　今後１年間の暮らし向きをみると、「悪くなる」が43.2％（前年比＋5.3㌽）と最も高く、次いで「変わら

ない」が38.2％（同△4.6㌽）、「良くなる」が8.5％（同＋0.4㌽）と、今後１年間の暮らし向きは、約８割が

現状維持もしくは悪くなると想定している（図表６）。

３．今後１年間の消費支出

　今後１年間の消費支出をみると、「変わらない」が43.5％（前年比±０㌽）と最も高く、次いで「減らす予

定」が32.4％（同△1.3㌽）、「増やす予定」が13.6％（同＋1.2㌽）となった。前年と比較すると、若干「増

やす予定」の割合が上昇している。今後も物価上昇が続くと予想される中、「減らす予定」が３割を超えるなど、

家計の引き締めを意識する傾向がうかがえる（図表７）。

図表５　現在の暮らし向き
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図表６　今後１年間の暮らし向き

8.1

良くなる
8.5

42.8

変わらない
38.2

37.9

悪くなる
43.2

11.2

分からない
10.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2024年調査

2025年調査

図表７　今後１年間の消費支出
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Ⅲ．賃上げと物価高による家計への影響に関する調査結果について
１．賃上げの実施状況

　今春の賃上げ実施状況は、「変わらない」が59.8％と最も割合が高く、次いで「引き上げられた（引き上げ

予定）」が31.7％、「引き下げられた（引き下げ予定）」が7.8％の順となった。「引き上げられた（引き上げ予

定）」は、３割程度に留まっており、約７割は賃金が増えていない（図表８）。

２．賃上げの実施額

　賃上げの実施額は、「5,000円以上10,000円未満」が34.1％と最も割合が高く、次いで「10,000円以上

15,000円未満」 が22.2％、「5,000円未満」が20.6％の順となっている。県内においては、10,000円未満の賃

上げ額が半数となっている（図表９）。

図表８　賃上げの実施状況

図表９　賃上げの実施額
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３．１カ月あたり家計費用負担額

　１年前と比べた１カ月当たりの家計費用負担額は、「5,000円以上10,000円未満増加」が19.6％と最も割合

が高く、次いで「20,000円以上増加」が17.8％、「10,000円以上15,000円未満」「変わらない」がそれぞれ

16.3％の順となっている。10,000円以上の負担額が増加した割合は、４割を超えている（図表10）。

Ⅳ．さいごに
　県内においても、物価上昇を上回る実質賃金の上昇が追いついていない状況が続いている。また、将来に

対する不安感や関税の影響などから、消費自体にも慎重な姿勢が続くことが懸念されている。

　このような状況下でも地方の中小企業が、継続的に賃上げを実現するためには、国や自治体の施策（価格

転嫁の更なる環境整備、税制優遇、補助金、消費を促す施策）による支援が不可欠である。同時に、企業側

も生産性向上に取り組むことで、業績改善と継続的な賃上げにつなげることが望まれる。

※お知らせ
　本調査「県内の夏のボーナス動向と暮らし向きについて」は、本誌では一部の項目につ

いてのみ掲載しております。

　全文については当研究所ホームページ https://www.tohorc.or.jpでご覧いただけます。

� （担当：嵐　俊勝）

図表10　１カ月あたり家計費用負担額
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コンソーシアム設立の背景

■本県の現状

　福島県では、令和３年２月に「福島県2050年カー

ボンニュートラル」を宣言し、その後、令和５年６

月にオール福島での推進体制として、「ふくしまカー

ボンニュートラル実現会議」を設立しました（219

団体、５名の学識経験者から組織）。また、令和６

年10月には、県民や事業者の理解と共感を得ながら、

気候変動対策を一体となって進めるため、「福島県

二〇五〇年カーボンニュートラルの実現に向けた気

候変動対策の推進に関する条例」を新たに制定しま

した。

　最新の2022（令和４）年度における県内の温室効

果ガス実排出量は13,401千t - CO2であり、これは基

準年度（2013（平成25）年度）の実排出量17,034

千t - CO2と比較してマイナス21.3％となっています。

　一方で、当面の目標である2030年度においては、

基準年度比でマイナス50％を目標としており、その

達成に向けてはさらなる削減努力が必要となってい

ます（図１）。

■企業が脱炭素経営に取り組むことの必要性

　国において、令和７年２月、「GX2040ビジョン」

が閣議決定されるなど、グリーントランスフォー

メーション（GX）実現に向けた動きが活発化してい

ます。また、国内企業では大企業を中心として、取

引先にも温室効果ガス排出量の削減を要請する事例

が見られており、企業にとっては GX 投資拡大の時

流に乗りつつ、カーボンニュートラルの実現に向け

た取り組みを行うことが必要となっています。

　企業が脱炭素経営に取り組むことは、単に温室効

果ガス排出量の削減だけでなく、新たな企業価値の

創出にもつながり、売上の向上や省エネ設備の導入

などによるコスト削減、人材確保といった事業変

革・拡大のビジネスチャンスも期待できます。また、

こうした取り組みは企業自身への恩恵にとどまらず、

地域全体にとっても、地域内の排出量削減などの目

「はじめる」から「かなえる」へ。福島県では、震災から10年を機に「ふくしまから 
はじめよう」からのバトンを渡す、スローガン「ひとつ、ひとつ、実現する ふくしま」
を策定しました。復興に向けて歩んできた「これまで」と、新しい未来に繋げていく

「これから」と、県民のみなさんひとりひとりの「今」を重ねたメッセージです。

　福島県2050年カーボンニュートラルの実現に向け、県内の金融機関や経済団体、行政、そ

の他関連団体がそれぞれの得意分野を持ち寄り、県内企業の脱炭素化を後押ししていくため

の仕組みづくりや、支援のための具体的な取り組みなどについて共有・議論し、実行してい

くための新たな支援体制として、令和７年３月に「福島県地域脱炭素推進コンソーシアム（以

下「コンソーシアム」という。）」を設立しました。
検 索ホームページで詳しい情報を公開しています。

福島県　環境共生課

県内企業の脱炭素化の推進に向けて
～福島県地域脱炭素推進コンソーシアムの設立～
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標達成につながることが期待できます。

　一方で、県内の企業は中小企業が多くを占めてお

り、他の直面する経営課題への対応やノウハウ・人

材の不足などにより、脱炭素経営に向けた取り組み

を進めている企業は少ないのが現状であるため、企

業の脱炭素経営に向けた支援や、その体制構築が必

要となっています。

コンソーシアムの
　　組織体制・取り組み

■組織体制

　コンソーシアムは現在、８機関により構成されて

おり、県内の金融機関や経済団体、行政、その他関

連団体がそれぞれの得意分野を生かしながら、企業

への支援を行うこととしています（図２）。また、コ

ンソーシアムでは、運営方針などの重要事項を決定

する「全体会」のほか、実務的な議論を行う「連絡

会」、財政・金融や地域連携の推進の側面から具体的

な支援策を検討するための「分科会」を組織してい

ます。

■コンソーシアムの取り組み

　コンソーシアムでは、県内企業の脱炭素経営に向

けた３つのステップ、カーボンニュートラルにつ

いて「知る」、自社の温室効果ガス排出量を「測る」、

設備導入や運用改善により排出量を「減らす」の実

行を支援するため、次の取り組みを進めることとし

ています。

　≪コンソーシアムにおける取り組み≫

　　・専用相談窓口の設置

　　・脱炭素経営勉強会の開催

　　・温室効果ガス排出量の見える化支援

　　・脱炭素モデル企業の創出

　　・脱炭素化支援メニューの創出

　　・脱炭素計画の策定支援

　　・脱炭素経営ガイドブック、事例集の作成

（千t - CO2） 実　績 目　標

年度 1990 2005 2013
基準年度 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2030 … 2040 … 2050

総 排 出 量 14,569 19,310 18,703 18,182 17,498 17,723 17,530 16,805 16,505 15,126 15,435 14,992 9,842 5,589 1,300

森 林 等 吸 収 量 － － 1,669 1,743 1,336 1,311 758 1,290 1,442 1,728 1,527 1,591 1,294 1,297 1,300

実 排 出 量 － － 17,034 16,439 16,162 16,412 16,771 15,515 15,063 13,398 13,906 13,401 8,548 4,292 0

基準年度比削減率（％） － － － ▲3.5% ▲5.1% ▲3.7% ▲1.5% ▲8.9% ▲11.6% ▲21.3% ▲18.4% ▲21.3%
▲50% ▲75% ▲100%

基準年度比削減目標（％） － － － － － － － ▲9% ▲11% ▲13% ▲15% ▲17%
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図１　福島県における温室効果ガスの排出状況図１　福島県における温室効果ガスの排出状況
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■主な取り組み内容

　【専用相談窓口の開設】 

　�　県内企業における脱炭素

経営に関する困りごとや支

援に対する専用の相談窓口

を開設しています。

　≪専用相談フォーム≫

　　https://forms.office.com/r/TPJPuiETL2

　≪メール及び電話≫

　　メール：TM-FKzero_carbon@tmnf.jp

　　電　話：�0120（030）002 

（平日午前９時～午後４時）

　【脱炭素モデル企業の創出】

　�　５月27日（火）から６月26日（木）まで、脱

炭素モデル企業を募集しています。モデルに選定

された企業には、コンソーシアムによる支援の下、

専門家による温室効果ガス排出量の無料診断のほ

か、診断結果を踏まえた設備更新や運用改善の提

案、脱炭素計画の策定を行います。また、脱炭素

計画に基づく取り組みに対して、活用可能な補助

金や融資などに関する情報を提供します。

　≪脱炭素経営モデル企業の公募≫

　　�https://www.pref.fukushima.lg.jp/site/ontai/

datsutansomodel.html

　【脱炭素経営勉強会の開催】

　�　７月には脱炭素経営に取り組む意義やメリット

などについて学ぶための「脱炭素経営勉強会」を

県内７か所で開催します。この勉強会は、企業と

コンソーシアムの構成機関をはじめとする支援機

関がペアで参加することで、脱炭素経営に向けた

きっかけづくりとすることも目的としています。

　�　なお、勉強会への参加者など50社に対し、温室

効果ガス排出量の見える化を行うツールを期間限

定で無償配布する予定です。

　≪脱炭素経営勉強会≫

　　○福島会場（サテライト：会津会場）

　　　７月４日（金）午後２時～午後３時30分

　　○郡山会場（サテライト：いわき会場）

　　　７月10日（木）午前10時～午前11時30分

　　○白河会場（サテライト：相馬、南相馬会場）

　　　７月18日（金）午後２時～午後３時30分

　≪勉強会の受付フォーム≫

　　https://forms.office.com/r/SaFDvBccRz

専用相談フォーム専用相談フォーム

勉強会受付フォーム勉強会受付フォーム

問い合わせ先

　福島県環境共生課

　電話：024(521)7813

図２　福島県地域脱炭素推進コンソーシアムの組織体制図２　福島県地域脱炭素推進コンソーシアムの組織体制

■金融サービスの枠組みづくり
■職員育成方法の検討
■啓発・育成イベントの企画や集客
■事例づくりや横展開

· 東邦銀行 · 福島銀行 · 大東銀行

融資 · 助言 · 対話 情報提供 · 助言

県内中小企業

経済団体

行政

金融機関

支援団体

省エネ診断 · 助言 補助金 · 情報提供

· 県地球温暖化防止活動推進センター 福島県 (R7事務局 )東京海上日動

· 商工会議所連合会 · 商工会連合会 · 中小企業団体中央会

■省エネ診断士派遣などの支援
■自治体や団体等との連携検討
■脱炭素計画策定に係る支援策検討

■企業や地域団体との連携・支援策の検討
■経営指導員などのスキルアップ
■啓発・育成イベントの企画や集客
■事例づくりや横展開

■コンソーシアム・分科会の運営
■運営体制の検討、関係者との調整
■財政支援や脱炭素計画など枠組み検討
■県内企業のモデルづくり
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